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○

ﾘーｽの途中解約と中小企業投資促進税制

Q:当社は、既存のリースの借り換えを考

えています。

借り換え後の新リース料について、中小企

業投資促進税制の税額控除を受けられるので

しようか。

A:新リース料について、税額控除の適用

があります。

【解説】

総合経済対策の一環として打ち出された中

小企業投資促進税制ですが、これは、平成

10年6月1日から平成11年5月31日の

間の取得等に限って認められる時限措置とな

っています。

そのため、これを機に、既存のリースを中

途解約し、同一のリース会社に対して対象資

産を新たにリースし直すケースも出ているよ

うです。その際には、一般的に、リースの中

途解約に対する一種のペナルティが新規リー

ス料に上乗せされる場合が多く、全く新規に

リース契約をした場合に比べ、旧リースのぺ

ナルティをひきずったリース契約の方が、た

とえ同一機種のリースであってもリース料は

高くなります。

このペナルティ部分によって多少リース料

が割高になったとしても、リース料の設定が

もともと画一的に決められるものではないこ

と 、 内訳が不明なこと、政策減税措置である

ことなどから、ペナルティ部分を含めた新規

リース料の全額が税額控除の対象になります。


